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独立行政法人家畜改良センター中期目標

独立行政法人家畜改良センター（以下「センター」という ）は、農林水産省種畜。

牧場を前身とし、平成２年１０月の家畜改良センター化を経て、平成１３年４月に独

立行政法人として発足した。

この間、我が国の畜産は、食生活の多様化・高度化等を背景として順調に成長し、

農業総産出額の約３割を占め、生産資材の供給や畜産物の処理・流通等の関連産業を

含め、地域社会の活性化や地域経済の維持、国土資源の有効利用等多様な役割を果た

しつつ、着実に発展してきた。

その中で、センターは、それぞれの時代の要請に応じ、優良な種畜及び飼料作物種

苗の生産・供給、新しい畜産技術の開発・実用化、生産者が安心して利用できるため

の種畜及び飼料作物種苗の検査、更には牛個体識別業務等に取り組み、我が国の畜産

の発展や国民の食の安全に対する信頼の確保等に寄与してきたところである。

一方、現下の我が国の畜産をめぐる情勢を見ると、以下のような課題が山積してい

る。

国際関係においては、ＷＴＯ・ＥＰＡ交渉等による国際規律の強化に対応し得るよ

う、畜産物の生産コスト低減及び品質の向上による国際競争力の強化を早急に図る必

要がある。

国内的には、畜産物の自給率が低下傾向にあり、畜産の生産基盤の強化を図る観点

から、家畜の能力向上や飼養管理の改善等を通じた低コスト化や経営体質の強化、消

費者ニーズに対応した畜産物の供給等が求められている。

また、自給飼料の生産が減少傾向にあり、生産コストの低減、農地の有効利用、資

源循環型畜産の確立等を実現するため、優良な飼料作物品種の普及、稲発酵粗飼料の

生産、耕作放棄地を活用した放牧等の推進を通じた自給飼料の生産拡大が重要になっ

ている。

一方、ＢＳＥ（牛海綿状脳症）の発生、遺伝子組換え生物の出現等を契機として、

食の安全に対する国民の関心が高まっており、生産から加工・流通の各段階にわたる

リスク管理の徹底や消費者への的確な情報提供等により、国民の食に対する信頼の確

保を図っていくことが急務となっている。

また、地球規模での人及び物の移動等に伴い、家畜伝染性疾病（口蹄疫、ＢＳＥ、

高病原性鳥インフルエンザ等）が世界各地で発生しており、海外で家畜伝染性疾病が

流行した場合には畜産物や家畜生体の輸入が停止されることから、危機管理やリスク

分散の観点から、育種資源の過度の海外依存を避け、国内で家畜の育種改良を行い、

種畜を供給する体制を維持しておく必要性が高まっている。

これらの課題に対処していくため、国は、食料・農業・農村基本法（平成11年法律

第106号）に基づく「食料・農業・農村基本計画 （平成17年3月25日閣議決定 、酪」 ）

農及び肉用牛生産の振興に関する法律（昭和29年法律第182号）に基づく「酪農及び

肉用牛生産の近代化を図るための基本方針」及び家畜改良増殖法（昭和25年法律第20

9号）に基づく「家畜改良増殖目標」等を策定したところであり、これらの基本計画

等に即し、各般の施策を実施していくこととしている。

また、牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法（平成15年法

律第72号）及び遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関す

る法律（平成15年法律第97号）に基づき、国民の食の安全に対する信頼の確保を図る

ための措置を講じているところである。

センターは、行政施策の実施機関として、これらの法律、基本計画等に基づく政策
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目標の達成に資するため、

① 国際競争力の強化に必要な畜産物の生産コスト低減や品質向上を図る上で基本と

なる家畜の育種改良の推進

② 畜産新技術の実用化とその活用による育種手法の高度化・効率化

③ 優良な飼料作物種苗の生産・供給による自給飼料の生産拡大

④ 種畜及び飼料作物種苗の検査の確実な実施による種畜及び飼料作物種苗の品質の

確保

⑤ 牛個体識別システムの運営及び遺伝子組換え生物に係る検査の確実な実施による

食の安全に対する信頼の確保

等に貢献していく必要がある。

また、これらの業務を展開するに当たっては、地方公共団体及び民間との役割分担

を明確にするとともに、職員の合理的な配置及び業務運営の効率化による経費の縮減

等を図り、効率的かつ効果的に実施する必要がある。

以上を踏まえ、センターは、国民の期待と信頼に応えるため、以下に掲げる中期目

標を達成するものとする。

第１ 中期目標の期間

センターの中期目標の期間は、平成１８年４月１日から平成２３年３月３１日

までの５年間とする。

第２ 業務運営の効率化に関する事項

センターの主要な事務及び事業については、効率的かつ効果的な運営を確保す

ることとし、以下の事項に取り組むものとする。

１ 業務対象の重点化

（１）家畜の改良増殖業務

センターが担う家畜の改良増殖業務については、地方公共団体及び民間との

役割分担を明確にするとともに、効率的かつ効果的な業務運営の観点から、都

道府県及び民間では実施し難い全国的な家畜改良の推進、畜産新技術を活用し

た家畜の育種改良、種畜検査、牛個体識別等の業務に重点化して取り組む。

特に、めん羊、山羊、実験用小型ヤギ及び実験用ウサギの種畜供給業務につ

いては、民間を中心とした種畜の生産・供給体制等を構築し、これらの体制に

移行する。

また、その他の家畜については、都道府県及び民間との役割分担、けい養頭

数規模の見直し等の検討を行うとともに、畜産物の需要動向、家畜の飼養動向

等を勘案して、乳用牛、肉用牛、豚及び鶏の４畜種に重点化する。

（２）飼料作物種苗の増殖業務

センターが担う飼料作物種苗の増殖業務については、新品種育成機関及び民

間との役割分担の下で行う原種子の増殖・供給であることを踏まえ、優良品種

の普及を促進し飼料自給率の向上を図る観点及び効率的かつ効果的な業務運営

を行う観点から、需要動向等を勘案し、新品種及びニーズの高い品種への重点

化を図ることにより、飼料作物種苗の増殖対象品種・系統を中期目標期間中に

１０％程度削減する。

２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化
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（１）業務運営の効率化

、 、センターの事務・事業について 効率的かつ確実な運営を確保する観点から

業務の進捗状況に応じた適切な対処ができる進行管理を行うとともに、事務・

事業の集約化を図る方向で検討し、再編・統合する。

（２）組織体制の合理化

、 、 、業務運営の効率化を図るとともに 一般管理部門 家畜改良部門等について

要員の合理化に努める。

特に、技術専門職員が担当する業務については、当該職員の資質の向上を図

りつつ、家畜受精卵移植等の繁殖業務、各種分析・検査業務、調査研究支援業

務等の資格又は専門的技術を要する業務にシフトさせ、家畜管理、飼料生産業

務等における単純作業については、現有の人員を有効活用することを基本に、

退職者の状況を踏まえつつ、段階的に外部化を進める。

３ 経費の縮減

業務運営の効率化による経費の縮減については、一般競争入札の積極的な活用

等による調達コストの節減等に努め、運営費交付金のうち一般管理費（人件費を

除く ）については、毎年度、少なくとも対前年度比で３％縮減するとともに、。

業務経費については、毎年度、少なくとも対前年度比で１％縮減する。

また、人件費（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）並びに

人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く ）については 「行政改革の重要方。 、

針 （平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、今後５年間において、国家」

公務員に準じた５％以上の削減の取組を行うとともに、国家公務員の給与構造改

革を踏まえた給与体系の見直しを進める。

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

ＷＴＯ、ＥＰＡ交渉等急速に進展する国際化の流れの中で、我が国の畜産の発

展を図っていくためには、畜産の生産性の向上及び畜産物の品質の向上を図るこ

とが重要な課題となっている。

また、国内外におけるＢＳＥ、高病原性鳥インフルエンザ等の発生を契機とし

て、国内での種畜の改良・確保の必要性及び安全で消費者に信頼される畜産物の

生産・供給に対するニーズが高まっている。

このため、消費者、流通業者及び生産者におけるニーズを踏まえつつ、センタ

ーの保有する人材を含めた畜産基盤を十分に活かして、家畜の改良増殖、飼料作

物種苗の増殖、畜産新技術の開発・実用化及びその普及、種畜・種苗の検査等を

、 「 」確実に実施することにより 農政の基本方針である 食料・農業・農村基本計画

並びに同計画に即した具体的な政策方針である「酪農及び肉用牛生産の近代化を

図るための基本方針 「家畜改良増殖目標」及び「鶏の改良増殖目標」の達成」、

に資するとともに、国民に対する安全で信頼される畜産物の安定供給に貢献する

ものとする。

１ 家畜改良及び飼養管理の改善等

畜産の生産性の向上及び畜産物の品質の向上を図っていくためには、家畜の能

力向上と飼養管理の改善が重要であり、特に進展の著しいバイオテクノロジー等

の新技術、情報分析技術等を家畜の育種に導入して家畜の能力向上を図るととも

に、家畜の能力を発揮させるために必要な飼養管理の改善を推進していく必要が
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ある。

このため、科学的根拠に基づき、家畜の能力検定や遺伝的能力評価の推進を図

るとともに、より効率的な育種手法の開発・実用化・導入に積極的に取り組みつ

つ、防疫対策及び衛生管理に万全を期しながら、優良な種畜、家畜人工授精用精

液及び家畜受精卵の供給等に努め、特に次の業務に重点を置いて家畜改良を進め

るものとする。

（１）乳用牛

「家畜改良増殖目標」の達成に資するため、主要品種であるホルスタイン種

の改良に重点を置き、後代検定事業の推進、遺伝的能力評価の実施及び後代検

定対象種雄牛（以下｢候補種雄牛」という ）等の生産・供給に取り組む。。

また、ジャージー種については、民間における改良を支援する業務を実施す

る。

ア 後代検定事業の推進

（ア）候補種雄牛の遺伝的能力を全国同一基準により評価を行う後代検定事業

を推進する。

（イ）期待育種価の高い候補種雄牛について後代検定を実施し、国内で必要な

凍結精液を供給するため、遺伝的能力の高い検定済種雄牛を４０頭程度確

保する。

イ 遺伝的能力評価の実施

（ア）農家において種畜の導入、交配及び選抜・淘汰を行う上での基礎となる

遺伝的能力について、毎年２回以上、供用中の種雄牛全頭及び評価可能な

牛群検定加入雌牛全頭の遺伝的能力を評価し、公表する。

（イ）乳用種雄牛の国際能力評価機関（インターブル）が行う種雄牛の国際評

価に我が国の代表機関として参画し、種雄牛の遺伝的能力評価に関する情

報提供を行う。

（ウ）評価対象形質として経済的価値の高い形質を追加するとともに、評価精

度の向上等評価手法の改善を行う。

（エ）ジャージー種については、農家における改良を支援するため、評価可能

な牛群検定加入雌牛全頭の遺伝的能力を評価し、公表する。

ウ 候補種雄牛等の生産・供給

我が国の飼養環境（気候・風土・飼料・飼養管理等）や牛群に適した優良

種畜の生産・利用を図るため、実用段階の新技術を活用した新たな育種手法

を導入しつつ、遺伝的能力が高い国内の優良な雌牛を活用して期待育種価の

高い候補種雄牛や種雌牛等を生産する。

また、中期目標期間中に優良種畜等を２５０頭程度供給する。

（２）肉用牛

「家畜改良増殖目標」の達成に資するため、主要品種である黒毛和種の改良

に重点を置き、遺伝的多様性の確保に配慮しつつ、広域後代検定事業の推進、

遺伝的能力評価の実施及び候補種雄牛等の生産・供給に取り組む。また 「食、

料・農業・農村基本計画」に示された肉用牛増頭目標の達成に貢献する。

その他の品種については、関係道県、関係団体等との役割分担の見直しにつ

いて検討する。

ア 後代検定事業の推進

（ア）候補種雄牛の遺伝的能力を全国同一基準により評価を行う広域後代検定

事業を推進し、検定済種雄牛の広域的な利用を図る。



- 5 -

（イ）肉用牛改良の基礎資料として都道府県、関係団体等の産肉能力検定成績

をとりまとめ、公表する。

イ 遺伝的能力評価の実施

（ ） （ ） 、ア 共同利用種雄牛 都道府県が共同で利用できる種雄牛 を選抜するため

広域後代検定事業に係る候補種雄牛について、遺伝的能力を評価し、公表

する。

（イ）広域後代検定事業等を推進するため、遺伝的能力評価の精度の向上等評

価手法の改善を行う。

（ウ）種畜の産肉能力に基づく改良を推進するため、枝肉情報を集計し、改良

情報として提供する。

ウ 候補種雄牛等の生産・供給

（ア）全国で利用される優良種雄牛の作出や肉用牛の増頭を図るため、実用段

階に入った新技術を活用した新たな育種手法を導入しつつ、肉用牛産肉能

力平準化促進事業における候補種雄牛やニーズに即した種雌牛を生産す

る。

また、中期目標期間中に優良種畜等を８００頭程度供給する。

（イ）肉用牛の遺伝的多様性の確保に資するため、遺伝的に希少な系統につい

て、中期目標期間中に牛群を整備する

３）豚（

「家畜改良増殖目標」の達成に資するため、全国的な豚改良の推進、遺伝的

能力評価の実施、優良種豚の生産・供給等に取り組む。

ア 全国的な豚改良の推進

センターが中心となり、豚の改良に関係する都道府県、団体、種豚場等と

の役割分担及び連携・協力の下、全国的な豚の改良を推進する。

イ 遺伝的能力評価の実施

（ア）全国同一基準での遺伝的能力評価の推進のため、中期目標期間中に、３

５箇所以上の育種機関・種豚場の種豚群間の血縁関係を結ぶ。

（イ）農家において種畜の導入、交配及び選抜・淘汰を行う上での基礎となる

遺伝的能力について、毎年４回、遺伝的能力評価に参加する種豚場等の種

畜の評価を実施する。

（ウ）評価対象形質として経済的価値の高い評価形質の追加を検討するととも

に、評価手法の改善を行う。

ウ 優良種豚等の生産・供給

（ア）新たな系統豚の造成及び新たな育種手法の実用化に着手するため、改良

目標、育種プログラム等を検討するとともに、新たな系統豚の造成に必要

な基礎豚を選定・導入する。

（イ）系統豚「ユメサクラ 、能力の高い純粋種種豚等を種豚換算で中期目標」

期間中に１，２００頭程度供給する。

（４）鶏

「鶏の改良増殖目標｣の達成に資するため、消費者、流通業者及び生産者の

ニーズへの対応に重点を置き、全国的な鶏改良の推進、国産鶏の普及、優良種

鶏の生産・供給等に取り組む。

ア 全国的な鶏改良の推進

センターが中心となり、鶏の改良に関係する都道府県、民間種鶏場等との

役割分担及び連携・協力の下、全国的な鶏の改良を推進する。
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イ 優良種鶏の生産・供給

消費者、流通業者及び生産者のニーズに対応した系統の改良に重点化し、

遺伝子育種等の新たな育種手法を活用しつつ、卵用鶏においては卵殻質、卵

内容等に優れた赤玉系統・白玉系統の産卵能力等の改良を、肉用鶏において

、 。は低脂肪 劣性白又は遅羽性に着目した系統の産肉能力等の改良を推進する

、 。また 優良な種鶏を中期目標期間中に種卵換算で６００千個程度供給する

（５）その他の家畜

その他の家畜については、需要の動向等を踏まえ、優良な種畜等の生産・供

給を行うものとするが、めん羊、山羊、実験用小型ヤギ及び実験用ウサギの種

畜供給業務については、民間を中心とした種畜供給体制を構築しつつ、計画的

に民間主体の体制に移行し、それらに対する改良増殖技術の指導等の支援業務

に特化する。

（６）種畜検査

適切な種畜の利用により家畜の改良増殖を推進するため、家畜改良増殖法第

４条の規定に基づく種畜検査について、申請のあった種畜の全頭について種畜

検査を的確に実施する。

（７）家畜の遺伝資源の保存

、 （ 「 」家畜の遺伝資源について 独立行政法人農業生物資源研究所 以下 生物研

という ）と連携しつつ、収集、保存及び特性調査を実施する。。

（８）飼養管理の改善

政策課題に対応した家畜の管理技術、飼料の生産・利用技術、放牧利用技術

等の改善に努め、併せてその技術の実証展示等を行い、その普及に努め、見学

者を毎年１，５００名以上受け入れる。

（９）家畜個体識別事業の推進

家畜個体識別事業を推進し、各種制度や行政施策の適正な執行、畜産経営の

高度化、畜産物の適正な流通等に資するため、牛個体識別台帳やこれに関連す

る情報等のデータベースに蓄積されたデータの有効活用を図る。

２ 飼料作物の増殖に必要な種苗の生産及び供給

自給飼料の増産を推進し、 飼料自給率の向上を図るためには、飼料作物の優

良品種の普及による生産性及び品質の向上が必要である。このため、我が国の気

候風土に適応し、高い生産性、病害抵抗性、耐倒伏性等の特徴を持つ飼料作物の

優良品種の普及に必要な種苗の生産、供給等を行う。

（１）飼料作物種苗の生産及び供給

国内で育成された優良品種の普及に資するため、新品種・系統及び需要の高

い品種・系統への重点化を図りつつ、国際水準に適合する高品質な種苗を生産

し、毎年度２０トン程度の採種用等種苗の供給能力を維持する。

（２）飼料作物優良品種の普及支援

地域に適した飼料作物優良品種の選定・普及に資するため、奨励品種選定試

験結果のデータベースを更新し、情報の提供等を行う。

（３）飼料作物の遺伝資源の保存

飼料作物の遺伝資源について、生物研と連携しつつ、栄養体保存等を行う。

３ 飼料作物の種苗の検査

飼料作物種苗の国際間流通における品種特性の維持と品質の確保を図るととも
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に、地域に適した飼料作物優良品種の育成・普及に資するため、以下の事項に取

り組む。

（１）検査の実施

ＩＳＴＡ（国際種子検査協会）品質保証システム等を活用し、ＯＥＣＤ種子

制度等に基づく検査及び証明を的確に実施する。その際、種子純度検査及び発

芽検査の検査試料入手から結果通知までに要する期間（国際種子検査規程に定

められている最低限必要な検査日数を除く｡)について平均５日程度（営業日）

を達成する。

（２）地域に適した飼料作物の育成支援

地域に適した飼料作物優良品種の育成・普及に資するため、毎年６０系統程

度（標準品種を除く。)の地域適応性等の検定試験を実施する。

４ 調査研究

家畜改良、飼養管理の改善等に資するため、研究機関等との連携を図りつつ、

以下の事項に取り組む。

１）育種改良関連技術（

遺伝子解析を利用した家畜の選抜及び官能評価に基づく高品質な畜産物生産

のための技術を開発し、これを導入・活用するため、以下の事項に取り組む。

ア 生産性等に影響する遺伝子の究明と選抜への応用

ＤＮＡ解析技術を活用した育種手法を早期に実用化し、家畜の改良を効率

的に推進するため、生産性に関する形質（乳房炎等）及び生産物の品質に関

する形質（脂肪交雑等）に影響する遺伝子を究明するとともに、選抜への利

用について検討し、試行する。

イ 食味に関する評価手法の開発と選抜への応用

消費者ニーズに対応した食肉生産に向けて家畜の育種改良を図るため、官

能評価及び理化学分析技術を活用した食肉の食味に関する評価手法を開発す

るとともに、選抜への利用について検討し、試行する。

（２）繁殖関連技術

高度な繁殖技術を活用した育種手法による種畜生産や優良家畜の増殖を実現

するため、胚の生産・保存技術や核移植技術を改善し、その利用性を実証する

とともに、家畜の生産率の向上のため、受胎率の向上等に資する技術の改善等

を行う。

（３）飼養管理関連技術

家畜の管理、粗飼料の生産・利用、放牧、家畜排せつ物の処理・利用等の飼

養管理関連技術について、調査する。

５ 講習及び指導

調査研究や技術の開発・実用化の成果等の普及を図り、我が国畜産の発展に寄

与するため、特に次の事項について積極的に取り組む。

（１）成果等の情報提供

学会、紙誌類、ホームページ等を活用し、センターの業務成果等畜産技術に

関する情報を毎年６０件以上提供する。

（２）技術の普及指導

、 、ア 農林水産省が計画を策定する中央畜産技術研修を開催するほか 都道府県

民間技術者等への伝達が必要とされる畜産新技術について、センター主催で
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技術研修会等を開催する。

イ 都道府県、民間機関、大学等の依頼による個別研修について可能な限り受

け入れる。

ウ 上記ア及びイにより、毎年１，２００名以上の研修生を受け入れる。

エ 畜産関係団体等が畜産振興に寄与する技術研修会等を開催する際に、可能

な範囲で施設を提供する。

（３）海外技術協力

関係機関の要請に基づいた海外技術協力に係る専門家の研修、派遣、調査団

員の派遣等について、可能な限りその要請に応える。

また、海外からの研修員の受入れについて、可能な限り関係機関からの要請

に応える。

６ センターの資源を活用した外部支援

畜産に関する新たな社会・行政ニーズが発生した場合又は外部機関が行う技術

開発・調査の協力依頼があった場合には、要請等に応じて、業務に支障がない範

囲で積極的に支援する。

また、外部機関からの講師派遣等の要請について、積極的に対応する。

７ 家畜改良増殖法に基づく検査等

（１）家畜改良増殖法に基づく立入検査等

家畜改良増殖法第３５条の２の規定に基づき、同条第２項の農林水産大臣の

指示に従い、立入り、質問、検査及び収去を的確に実施する。

（２）種苗法に基づく指定種苗の集取及び検査

種苗法（平成１０年法律第８３号）第５３条の２の規定に基づき、同条第２

項の農林水産大臣の指示に従い、指定種苗の集取及び検査を的確に実施する。

（３）遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律

に基づく立入検査等

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律

第３２条の規定に基づき、同条第２項の農林水産大臣の指示に従い、立入り、

質問、検査及び収去を的確に実施する。

８ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務

牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法（以下「法」と

いう ）第２０条及び牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措。

置法施行令（平成15年政令第300号）第５条の規定に基づき、次に掲げる事務を

的確に実施する。

（１）牛個体識別台帳の作成及び記録に関する事務

（２）牛個体識別台帳の記録の保存に関する事務

（３）牛個体識別台帳の正確な記録を確保するために必要な措置に関する事務

（４）法第５条第２項の規定に基づく申出の受理に関する事務

（５）牛個体識別台帳に記録された事項の公表に関する事務

（６）法第８条及び第１１条から第１３条までの規定に基づく届出の受理に関する

事務

（７）個体識別番号の決定及び通知に関する事務
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第４ 財務内容の改善に関する事項

適切な業務運営を行うことにより、収支の均衡を図る。

第５ その他業務運営に関する重要事項

１ 施設・設備の整備

、 。業務の適切かつ効率的な実施を確保するため 施設・設備を計画的に整備する

２ 職員の人事

人材の確保及び養成を図りつつ、職員の適正な配置を行うとともに、一般管理

部門及び業務関係部門の要員の合理化を進める。


